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沖縄振興のための特別の調整費の配分（取扱方針）
（平成１５年度 第２２回沖縄政策協議会幹事会、第２３回沖縄政策協議会）

１．今回配分予定事業
本年１２月８日に知事より具体的要望のあった１２事業については、以下のと

おり実施することとしたい。

実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

Ⅰ．産業の振興 １．総合物流体系構築事業

物流コストの 低 減 化 に 向 け 、 県 外 へ の 製 品 出 荷 を
一 元 的 に 管 理 す る 効 率 的 な 物 流 シ ス テ ム の 構 築 を 図２２９百万円
る 。 こ の た め 、 共 同 輸 送 等 に 関 す る 実 証 実 験 を 実 施
し、コスト面、時間面などシステムの効果や問題点に
ついて検証する。

①事 業 費 ： １６百万円

②国 費 ： １３百万円

③担当省庁 ： 経済産業省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

２．高 度 経 営 人 材 育 成 ・確 保 事 業

重 点 産 業 等 の 活 性 化 を 図 る た め 、経 営 戦 略 、品 質
管 理 、知 的 財 産 管 理 等 の 経 営 面 に お け る 高 度 な 経 営
人 材 の 育 成 に 関 し 、人 材 ニ ー ズ や 既 存 講 座 に 関 す る
基 礎 調 査 を 実 施 し 、 効 率 的 か つ 地 域 特 性 を 活 か し た
講座プログラムの検討を行う。

①事 業 費 ： ２１百万円

②国 費 ： １７百万円

③担当省庁 ： 経済産業省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

３．健 康 食 品 産 業 振 興 対 策 調 査 事 業

重 点 産 業 として今後の成長が期待されている健康
食 品 産 業 の 競 争 力 向 上 方 策 を 検 討 す る た め 、県 内 企
業 の 経 営 、製 造 能 力 、品 質 管 理 等 の 実 態 把 握 や 本 土
市 場 に お け る 競 争 力 、消 費 者 志 向 等 の 把 握 な ど 総 合
的な調査を実施する。

①事 業 費 ： １７百万円

②国 費 ： １４百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

４．沖縄経済特区戦略広報事業

全 国 的 に 構 造 改 革 特 区 に 注 目 が 集 ま る 中 、沖 縄 振
興 特 別 措 置 法 に 基 づ く３つの 特 区 （特 別 自 由 貿 易 地
域 、情 報 通 信 産 業 特 別 地 区 、金 融 業 務 特 別 地 区 ）制
度について、知 名 度 の 向 上 及 び 理 解 の 促 進 を 図 る た
め 、 メ デ ィ ア を 活 用 し た 集 中 的 な 広 報 事 業 を 実 施 す
る。

①事 業 費 ： ２３３百万円

②国 費 ： １８６百万円

③担当省庁 ： 内閣府

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

Ⅱ ．情 報 ・交 通 基 盤 の 充 実 １．先 島 地 区 情 報 通 信 基 盤 整 備 基 礎 調 査

離 島 振 興 の 推 進 を 図 り 、沖 縄 の 均 衡 あ る 発 展 に 資
す る た め 、先 島 地 区 に お い て 、ＩＴを 活 用 し た 離 島 振３０７百万円
興 方 策 及 び 情 報 通 信 基 盤 の 最 適 な 整 備 方 法 に 関 す
る基礎的な調査を実施する。

①事 業 費 ： ３２３百万円

②国 費 ： ２５８百万円

③担当省庁 ： 総務省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

２．那 覇 港 の 国 際 流 通 港 湾 化 に 向 け た 港 湾 施 設 の 保
安 対 策 調 査

那 覇 港 の 国 際 流 通 港 湾 化 に 資 す る た め 、同 港 の 保
安 対 策 に 関 し 平 成 1 4 年 1 2 月 に 改 正 さ れ た 「海 上 に お
け る 人 命 の 安 全 の た め の 国 際 条 約 」に基づき、港湾
施設保安計画を策定する。

①事 業 費 ： ３３百万円

②国 費 ： ２６百万円

③担当省庁 ： 国土交通省

④事業主体 ： 那覇港管理組合

⑤スキーム ： 国 → 那覇港管理組合
（８／１０補助）
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

３．沖縄型海洋性レクリエーションを活用した新
しい漁港の整備・管理運営手法開発調査

海洋性レクリエーションのニーズに対応した質の高
い 漁 港 の 整 備 を 図 る た め 、糸満漁港をモデルとして、
民 間 能 力 等 を 活 用 し た 効 率 的 ・効 果 的 な 漁 港 の 整 備
・管理運営方策について調査を実施する。

①事 業 費 ： １７百万円

②国 費 ： １４百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

４．沖 縄 に お け る 災 害 に 強 い 道 路 空 間 管 理 の 手 法 に
関 す る 調 査

安 全 で 安 心 で き る 道 路 環 境 の 充 実 を 図 る た め 、宮
古 島 に お け る 台 風 １４号による被害をモデルとして、
今 後 の 災 害 に 強 い 道 路 空 間 管 理 の 手 法 の 在 り方 に
ついて検討を行う。

①事 業 費 ： ９百万円

②担当省庁 ： 内閣府

③事業主体 ： 内閣府

④スキーム ： 国 → 委託（事業）

Ⅲ ．保 健 医 療 の 充 実 １．沖 縄 県 離 島 へ き 地 遠 隔 医 療 支 援 情 報 ネ ットワーク
整 備 事 業

本 島 と 離 島 を 接 続 し 、離 島 に お け る 医 療 支 援 に 重１００百万円
要 な 役 割 を 果 た し て い る 多 地 点 テ レ ビ 会 議 シ ス テ ム
に つ い て 、 未 整 備 の 公 立 病 院 等 及 び 衛 生 環 境 研 究 所
に 導 入 す る ほ か 、 医 療 と 保 健 の よ り 緊 密 な 連 携 を 図
るため、すべての保健所をネットワークに加える。

①事 業 費 ： ７３百万円

②国 費 ： ５８百万円

③担当省庁 ： 厚生労働省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
(８／１０補助)
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実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

２．重 症 急 性 呼 吸 器 症 候 群 等 緊 急 特 別 対 策 事 業

重 症 急 性 呼 吸 器 症 候 群 （S A R S ) 等 の 感 染 症 対 策 を
充 実 し 、 患 者 発 生 時 に お け る 住 民 生 活 や 観 光 産 業 へ
の 影 響 を 最 小 限 に 抑 え る た め 、県 立 病 院 及 び 保 健 所
において、消毒機材及び搬送機材の整備を行う。

①事 業 費 ： ５１百万円

②国 費 ： ４１百万円

③担当省庁 ： 厚生労働省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
(８／１０補助)

Ⅳ ．自 然 環 境 の 保 全 １．リュウキュウマツ保全対策促進事業

沖 縄 地 域 固 有 の 樹 種 で あ る リ ュ ウ キ ュ ウ マ ツ の 深
刻 な 松 くい 虫 被 害 を 終 息 化 し 、林 業 の 振 興 、 景 観 保３８１百万円
全等を図るため、リモートセンシング手法を活用して
防除戦略を作成し、防 虫 帯 の 設 置 及 び 基 地 周 辺 激 害
地対策等を集中的に実施する。

①事 業 費 ： ４４９百万円

②国 費 ： ３５９百万円

③担当省庁 ： 農林水産省

④事業主体 ： 沖縄県（市町村）

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県 → （市町村）
（８／１０補助）

２．沖縄島北部地域生態系保全事業

ヤ ン バ ル ク イ ナ な ど 絶 滅 危 惧 種 が 生 息 す る 北 部 地
域 の 生 態 系 を 保 全 す る た め 、 外 来 種 で あ る マ ン グ ー
ス 等 を 捕 獲 す る と と も に 、 今 後 の 効 率 的 な 捕 獲 事 業
に資するため捕獲状況のデータ解析を行う。

①事 業 費 ： ２７百万円

②国 費 ： ２１百万円

③担当省庁 ： 環境省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）
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２．既配分事業
本年９月１日に知事より具体的要望のあった事業については、緊急的に事業を

実施する必要があり、以下のとおり配分した。

実施事項及び金額 国費 事 業 内 容 等（ ）

○ 那 覇 空 港 の 戦 略 的 活 用 沖縄県のリーディング産業である観光・リゾート
方策検討調査 産業を支える等、県民生活や経済活動を支える重要

な基盤である那覇空港に関し、利用とニーズの実態
調査及び経済波及効果分析を行った上で、その戦略

４４百万円 的活用方策を検討する。

①事 業 費 ： ５６百万円

②国 費 ： ４４百万円

③担当省庁 ： 国土交通省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

沖縄の島しょ性を踏まえ、環境への負荷が低減さ○島しょ型ゼロエミッション
れる持続可能な循環型社会を実現するため、産業廃推 進 実 証 事 業
棄物最終処分場に搬入される廃棄物について、分別
・リサイクル技術を確立するための実証事業を実施

２８４百万円 する。これにより、廃棄物の減量化を促進するとと
もに、リサイクル関連産業の活性化を図る。

①事 業 費 ： ３５５百万円

②国 費 ： ２８４百万円

③担当省庁 ： 環境省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）

○ 美 ら 島 リ サ イ ク ル 資 材 沖縄の島しょ性を踏まえ、環境への負荷が低減さ
利 用 促 進 シ ス テ ム 構 築 事 れる持続可能な循環型社会を実現するため、公共工
業 事における県内リサイクル資材の利用促進システム

を構築する。具体的には、県内リサイクル資材製造
企業の製造技術等に関する実態調査を行うほか、リ

２０百万円 サイクル資材評価システム構築検討委員会（仮称）
を設置し、リサイクル資材の評価基準を作成する。

①事 業 費 ： ２５百万円

②国 費 ： ２０百万円

③担当省庁 ： 国土交通省

④事業主体 ： 沖縄県

⑤スキーム ： 国 → 沖縄県
（８／１０補助）


